
令和２年第３回神栖市議会定例会提出議案一覧 

ＮＯ．１ 

議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第１号 神栖市附属機関に関する条例の一部を改正する条例 総務課 

 

神栖市津波防災地域づくり推進協議会及び神栖市国

土強靭化地域計画策定委員会を設置して，津波防災

地域づくり推進計画及び国土強靭化地域計画の策定

及び改定に伴う調査及び審議を行うため，所要の改

正を行うものであります。 

原案可決 

（令和 2年 9月 24 日） 

議案第２号 神栖市手数料条例の一部を改正する条例 財政課 

 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者

の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化

を図るための行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行に

伴い，通知カードの再交付に係る規定を削るため，ま

た，無料で行う戸籍に関する証明について，法令改正

時等に速やかに対応するため，所要の改正を行うも

のであります。 

原案可決 

（令和 2年 9月 24 日） 

議案第３号 

神栖市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

子育て支援課 

 

子ども・子育て支援法の一部改正に伴い，引用する条

項の整理をするため，所要の改正を行うものであり

ます。 

原案可決 

（令和 2年 9月 24 日） 

議案第４号 令和２年度神栖市一般会計補正予算（第８号） 財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ４億８,７８６万２千円を

追加し，補正後の予算規模を５８８億３,０７９万

１千円とするものであります。補正の主な内容につ

きましては，新型コロナウイルス感染症に係る拡大

防止や市民生活の支援を行うため，また，民間保育

園振興事業において，低年齢児の保育ニーズに対応

した民間保育施設の整備の支援を行うため，さら

原案可決 

（令和 2年 9月 24 日） 
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ＮＯ．２ 

議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

に，リサイクルプラザ管理運営事業において，コロ

ナ禍により増加した不燃ごみについて，民間への処

理委託が必要となったため，補正するものでありま

す。財源の主なものといたしましては，国庫支出

金，県支出金，寄附金等を充てるものであります。 

議案第５号 
令和２年度神栖市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第 1号） 
財政課 

 

補正は歳入歳出それぞれ５９３万円を追加し，補正

後の予算規模を８億６,２０８万４千円とするもの

であります。補正の内容につきましては，職員の人事

異動に伴う人件費について増額補正するものであり

ます。財源といたしましては，一般会計繰入金を充て

るものであります。 

原案可決 

（令和 2年 9月 24 日） 

議案第６号 令和２年度神栖市水道事業会計補正予算（第１号） 水道課 

 

補正は収益的収入の予定額を５,７４１万円減額し，

水道事業収益を３１億９,６９７万１千円に，収益的

支出の予定額を９,１８５万６千円減額し，水道事業

費用を３１億５,８７３万１千円に，また，資本的収

入の予定額を２８３万７千円減額し,４億７,６７１

万７千円に，資本的支出の予定額を２８３万７千円

減額し，９億６,６８８万６千円とするものでありま

す。補正の主な内容につきましては，収益的収入及び

支出において，知手配水場解体撤去事業継続費の令

和２年度分支払額が確定したことに伴い，工事費及

び一般会計補助金の減額について，補正するもので

あります。また，資本的収入及び支出において，応急

給水用給水車購入に係る支払額が確定したことに伴

い，負担金及び車両運搬具購入費の減額について，補

正するものであります。 

原案可決 

（令和 2年 9月 24 日） 
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議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第７号 令和２年度神栖市下水道事業会計補正予算（第１号） 下水道課 

 

補正は収益的収入の予定額に３７８万円を追加し，

下水道事業収益を２１億３,３９０万７千円に，収益

的支出の予定額に１,１６０万円を追加し，下水道事

業費用を１７億４,５６０万９千円に，また，資本的

収入の予定額に２億３,４００万円を追加し，１４億

８,３０４万５千円に，資本的支出の予定額に１億

９,３９０万円を追加し，１８億９,５７１万９千円

とするものであります。補正の主な内容につきまし

ては，収益的収入及び支出において，下水道接続支援

補助制度の利用者が当初見込みより多く，補助金が

不足するため，補正するものであります。財源といた

しましては，県補助金を充てるものであります。ま

た，資本的収入及び支出において，汚水管渠整備及び

北公共埠頭雨水幹線整備に係る工事請負費が不足す

るため，補正するものであります。財源といたしまし

ては，企業債及び国庫補助金を充てるものでありま

す。 

原案可決 

（令和 2年 9月 24 日） 

議案第８号 
専決処分の承認を求めることについて 

・令和２年度神栖市一般会計補正予算（第５号） 
財政課 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分

をしたので，同条第３項の規定によりこれを報告し，

承認を求めるものであります。補正は，歳入歳出それ

ぞれ１億３,０１３万２千円を追加し，補正後の予算

規模を５５８億５,５８０万円としたものでありま

す。補正の内容につきましては，新型コロナウィルス

感染症の影響による，ひとり親世帯の子育て負担の

増加や収入減少に対する支援を早期に実施するた

め，補正予算を計上し，７月１日に専決処分したもの

であります。 

承認 

（令和 2年 9月 11 日） 
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ＮＯ．４ 

議案番号 
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（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

議案第９号 
専決処分の承認を求めることについて 

・令和２年度神栖市一般会計補正予算（第７号） 
財政課 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分

をしたので，同条第３項の規定によりこれを報告し，

承認を求めるものであります。補正は，歳入歳出それ

ぞれ２４億８,７１２万９千円を追加し，補正後の予

算規模を５８３億４,２９２万９千円としたもので

あります。補正の内容につきましては，老朽化したＲ

ＤＦ施設に代わる新たな可燃ごみ処理施設の整備等

を実施するため，またコロナ禍における災害発生時

においても安心して避難できる避難所環境等を確保

するため，補正予算を計上し，７月２０日に専決処分

したものであります。 

承認 

（令和 2年 9月 11 日） 

認定第１号 令和元年度神栖市歳入歳出決算の認定について 財政課 

 
地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，議会

の認定に付すものであります。 

認定 

（令和 2年 9月 24 日） 

認定第２号 令和元年度神栖市水道事業会計決算の認定について 財政課 

 
地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づき，議

会の認定に付すものであります。 

認定 

（令和 2年 9月 24 日） 

報告第１号 

令和元年度神栖市一般会計継続費精算報告書 

・庁舎改修事業 

・神栖第二中学校建設事業 

・文化センター施設整備事業 

財政課 

 
地方自治法施行令第１４５条第２項の規定に基づ

き，報告するものであります。 

報告済 

（令和 2年 9月 24 日） 

報告第２号 
令和元年度決算に基づく神栖市健全化判断比率の報

告について 
財政課 

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第

１項の規定に基づき，報告するものであります。 

報告済 

（令和 2年 9月 24 日） 
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議案番号 
件  名 

（  概  要  ） 

所 管 課 

審議結果（議決年月日） 

報告第３号 

令和元年度決算に基づく神栖市水道事業会計及び神

栖市公共下水道事業特別会計についての資金不足比

率の報告について 

財政課 

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条

第１項の規定に基づき，報告するものであります。 

報告済 

（令和 2年 9月 24 日） 

報告第４号 
鹿島港湾運送株式会社の令和元年度第５０期営業報

告及び令和２年度事業計画について 
企業港湾商工課 

 
地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき，

報告するものであります。 

報告済 

（令和 2年 9月 24 日） 

請願第１号 
教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のた

めの政府予算に係る意見書採択を求める請願 

採 択 

（令和 2年 9月 11 日） 

意見書案 

第 1号 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の

急激な悪化に対し地方税財源の確保を求める意見書 

原案可決 

（令和 2年 9月 11 日） 

意見書案 

第２号 

教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に

係る意見書 

原案可決 

（令和 2年 9月 11 日） 

 


